
定額、1/2 ○農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実
践することが可能になります。

１．スマート農業加速化実証プロジェクト
〇 各地域の実情に応じたスマート農業技術体系が構築・実践さ
れるよう、現在の技術レベルで最先端のロボット・AI・IoT等の
技術の生産現場への導入・実証、技術面・経営面の効果を明らか
にする取組を実施します。

２．スマート農業普及のための環境整備
① 農林水産データ管理・活用基盤強化
データを用いた農業を加速するため、農林水産省が保有・収集

するデータを農業データ連携基盤（WAGRI）に実装します。
② 農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討
自動走行など農業用先端ロボットの現場導入の実現に向け、安

全性確保についてのルールづくりや技術の検証を支援します。
③ 次世代につなぐ営農体系確立支援
産地が抱える課題解決のため、新技術を組み入れた新たな営農

技術体系構築の戦略づくり、データ駆動型農業の実践体制づくり、
ノウハウの整理等の取組を支援します。
④ データ駆動型土づくり推進
科学的データに基づく土づくりを推進する環境を整備するため、

土壌診断データベースの構築、土壌の生物性評価手法の検証等の
取組を支援します。
⑤ スマート農業教育推進

農業大学校等においてスマート農業のカリキュラム化を推進
するため、授業で活用できる教育コンテンツを提供します。

スマート農業総合推進対策事業
事業期間（令和元年度～４年度）
令和２年度予算案１,５００百万円

農林水産省
農林水産技術会議事務局研究推進課

03-3502-7437

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

期待される効果
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○農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実
践することが可能になります。

１．スマート農業技術の開発・実証
○ 生産現場が抱える課題の解決に必要なロボット・

AI・IoT等の先端技術を現場に導入・実証し、経営効果
を明らかにします。
また、異業種やベンチャー等を含め、地域の多様な

関係者が参画して、シェアリング・リース等のスマー
ト農業技術の導入コスト低減を図る新サービスのモデ
ル実証を行います。
併せて、スマート農業と連携しつつ、栽培体系の高

度化等を図るための生産・加工・流通関連技術の開発
を支援します。

２．社会実装の推進のための情報提供
○ 実証データや活動記録等を技術面・経営面から分析

し、その結果を踏まえ、農業者が技術を導入する際の
経営判断に資する情報提供や、スマート農業技術をよ
り安価に提供する新サービスの創出を促す取組を実施
します。

スマート農業技術の開発・実証プロジェクト
事業期間（平成30年度～令和２年度）
令和元年度補正予算案７,１５０百万円

農林水産省
農林水産技術会議事務局研究推進課

03-3502-7437

事業概要・目的 事業イメージ・具体例
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農林水産省
水産庁資源管理部漁業取締課

03-3502-0942

衛星船位測定送信機（VMS）の運用
事業期間（平成２３年度～ ）

令和２年度予算案２８０百万円（令和元年度予算額２６５百万円）

国 直接実施

○ ＶＭＳを漁船に設置し、監視する
ことにより、漁業取締りの効率化が
図られます。

○ 効果的な取締体制構築のため、農
林水産大臣が漁業を許可する国内主
要漁船に、衛星船位測定送信機(Ｖ
ＭＳ)の設置を拡大します。

事業概要・目的

期待される効果

○ 大中型まき網漁業等の操業の透明性を確保することにより、漁業
調整の円滑化と漁業取締りの効率化を図るため、衛星船位測定送信
機（ＶＭＳ）を運用します。

事業イメージ・具体例

資金の流れ




